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再生可能エネルギー導入のための施策のあり方について

農地としての復元利用が不可能な耕

作放棄地や漁業生産等と競合しない

海面を活用。

総発電電力量１兆ｋＷｈのうち、２０％以上（約２,０００億ｋＷｈ）を再生可能エネルギーで賄

うことを目標に、その導入を拡大するには、「技術的な視点」（発電効率・安定性等）、「経済

的な視点」（収益性）に加え、次の３つの視点を踏まえることが重要。

地域のポテンシャルを大きく引き出

すために、土地の再配置や地域主体

の事業参加を促進。
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食料生産や国土保全の機能を損

なわず、国土の有するポテン

シャルを最大限に活かす。

地域の土地、風、水、熱、生物

資源を活用し、エネルギー供給

による雇用と所得を創出する。

災害発生時においても、町や村

の機能が大幅に低下しないよう

な備えに万全を期す。

バイオマス、小水力や地熱など未利

用資源を、地域でエネルギーとして

活かしていく体制を構築。

国土利用のあり方
の視点

視 点 １

地域活性化の視点

視 点 ２

防災対策の視点

視 点 ３



日本の国土：3,779万ha

森林
2,508万ha
（66.4％）

農地
471万ha

（12.5％）

経済効率性や国土保全の観点を踏まえ、木質バイオマ
スや地熱の活用を促進：バイオマス発電、地熱発電

※ 未利用間伐材・・・約2,000万㎥/年

土地利用の観点から見た再生可能エネルギーの導入のあり方

食料生産と競合しない形で、最大限再生可能エネ
ルギーの供給に利用：太陽光、陸上風力発電

※ 利用可能な耕作放棄地・・・約17万ha

福島第一原発と同量の発電量を確保するために必要となる面積

風力発電：約1.2万ha

太陽光発電：約6.3万ha

屋根、工場用地等で太陽光発電
を実施

地理的条件に応じて、水力発電
や小水力発電を実施。

宅地
188
万ha

（4.9％）

火力発電、原子力発電等を実施

洋上風力発電、波力発電等で活用
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その他
345万ha

（9.1％）

道路
135
万ha

（3.6％）

河川
水路
133
万ha

（3.5％）

洋

上

福島第一原発の敷地面積：約350ha
（2009年度実績：329億kWh）



統計上は含まれてい
ないが、農地への復
元が困難：8.2万ha

耕作放棄地を活用した発電ポテンシャル

休耕地以外の不作付
けの耕地：19万ha

農地への復元が可
能：15.1万ha

草刈り等による保全管理

障害物の除去や基盤整備等
の再生作業が必要

農地としての
利用が不可能
な土地

耕
作
放
棄
地
（
平
成
二
十
二
年
農
林
業
セ
ン
サ
ス
）

39.6
万ha

農作物の生産を再
開し、食糧生産に
活用。

一部（約３万
ha）を再生可
能エネルギー
に活用。

耕
作
放
棄
地
の
う
ち
約
17
万

が
利
用
可
能

ha

太陽光発電（11万ha）
⇒ 580億kWhの発電が可能。

陸上風力発電（６万ha）
⇒1,680億kWhの発電が可能。

小口分散している耕作放棄地を集
約化し、効率性を高める必要。

農地の集約化の過程を通じて耕作
放棄地をまとめることが重要。

【利用上の課題】

住宅地から離れた場所に施設を立
地させることが必要

林地との交換を視野に土地利用を
考えることが必要

【利用上の課題】
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農地への復元が不可
能：5.5万ha

全て（約13.7
万ha）を再生
可能エネル
ギーに活用。



海面を活用した発電ポテンシャル（日本風力発電協会試算より）

１．風速
7.5 ｍ/秒
※ 海面からの高さ

80ｍの風速

２．海岸からの距離
0～10 ｋｍ

３．水深
0～20 ｍ

洋上風力発電
（34万ha）

⇒720億ｋＷｈの
発電が可能。

漁業生産や航路、海洋レ
ジャー等との調整が必要

既存の利用権等との調整を
円滑に行う仕組みが重要

【利用上の課題】

前提条件

【出典】「風力発電長期導入目標とロードマップ V1.1」（2010, 日本風力発電協会）
「ＮＥＤＯ再生可能エネルギー技術白書」（2010, ＮＥＤＯ）
日立製作所ホームページ

ポテンシャル

ウィンドパワー・いばらき㈱
かみす風力発電所

※ 国内で始めて外洋に設置された本格的な
洋上風力発電所
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農山漁村におけるバイオマスのポテンシャル

エネルギーとしての活用可能性

木質ボード等の製品利用を推進するととも
に、多段階利用を前提として、電気・熱と
してのエネルギー利用を拡大

メタンガスを回収してエネルギー利用した
上で、残さを肥料として活用するなどの多
段階利用を推進

引き続き、飼料等としての利用を推進する
とともに、すき込み利用について地力増進
効果等への影響に留意しつつエネルギー利
用を拡大

飼料等としての利用を推進しつつ、異物混
入等により飼料利用等が困難なものはエネ
ルギー利用（メタンガス回収）を拡大

（※）発電時に発生した熱は、暖房、温
湯供給、乾燥熱源等に利用（原油換
算で350万ｋｌ）。

ほとんど未利用

約90％利用

約85％利用
・飼料等利用

（約30%）
・すき込み利用

（約55%）

合計約1500万炭素トン

林地残材
（未利用間伐材等）

家畜排せつ物

農作物非食用部
（稲わら、もみ殻等）

食品廃棄物 約27％利用

約400万炭素トン
（2,000万ｍ3相当）

約530万炭素トン

約500万炭素トン

約80万炭素トン

農山漁村におけるバイオマス賦存量と利用状況

利用可能量 約120万炭素トン
発電量 約 15億kWh

利用可能量 約130万炭素トン
発電量 約 9億kWh

利用可能量 約 75万炭素トン
発電量 約13億kWh

利用可能量 約 20万炭素トン
発電量 約8億kWh

総発電量
約45億kWh
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（※）

約1,000億円の電
気料金の節約効果



再生可能エネルギーの最大導入可能量に関する一試算
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耕作放棄地等 太陽光発電 580億kWh

陸上風力発電 1,680億kWh

海面 洋上風力発電 720億kWh

2,980億kWh

地域経済の活性化
に寄与

森林 バイオマス発電 45億kWh

地熱発電 70億kWh

河川等 小水力発電 275億kWh

390億kWh

地域でのエネルギー
の地産地消に貢献

現行の再生可能エネルギー 880億kWh

4,250億kWh

総電力量の43％
に相当



高台の集落

風力発電

製材工場

小水力発電

大規模合板工場
バイオマス発電所

（熱電併給）

間伐材

太陽光発電

水産加工流通施設

農業用施設

電力供給

熱供給

木質バイオマス

家畜排せつ物等

 農山漁村の集落や農林漁業関係施設等をエネルギー供給に結びつけることにより、地域に
雇用と所得を創出。また、災害発生時のエネルギー供給が可能。

 そのためには、地域住民や地域の関係団体（集落コミュニティ等）の連携と参加が不可欠。

地熱発電

マネジメントシステム

農山漁村におけるエネルギー自立型システム
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